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 第２の段階は、平等主義を撤回した 1978 年以降の、「地域間の不均衡な発展をめざす戦略
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域間の協力を阻害している、（３）移転支出が不完全なままでの、基礎的な公共サーヴィスの
過度の分権化が、地域間のサーヴィス格差を生み出している、という課題を抱えている。こ
れら現代中国の課題に対する方策として著者は、ＯＥＣＤ諸国の経験を参照しながら、それ
ぞれについて、（１）平等な移転支出システムの整備を通じて、財政の分権システムを改善し、
中部・西部にリソースを投下すること、（２）財政と同じように行政の分権化も推進したうえ
で、中央政府・地方政府間や地方政府間の調整機能を整備すること、（３）公共サーヴィスに
ついて、移転支出やインセンティヴ・メカニズム（評価システム）の改善を通じて集権化と
平準化を図ること、を提唱している。 
 
論文審査結果の要旨 
 本論文の最大の利点は、一定の学術性・客観性を保持したうえで、現代中国のひとつの課
題と、それに対する改革の具体的プランを提示した点に求められる。著者は、他国の事例の
精査や、欧米における多くの先行研究（質的分析および量的分析）の渉猟を通じて、一般性
をそなえた学術的な分析枠組みを採用しながら、中国社会が抱える政策課題の分析に取り組
んで、その結果として、着実な成果を手にした。 
 他方で、本論文が欠陥を免れているわけではない。第２章における量的分析と、第３章以
降の質的分析の関連をめぐっては、方法面においても内容面においてもさらに検討すべき点
が残されているし、本論文の中核を占める第３章から第５章の歴史叙述においては、典拠資
料をさらに提示したり（そのうえで、政府統計などの典拠資料に対する史料批判も必要とな
ろう）、叙述の繰り返しを避けたりすべき箇所がある。規範的命題の提示において、根拠と推
論をより注意深く記述すべき部分もある。 
 しかし、こうした問題点は、著者の側の責任だけに帰せられない側面もあり、むしろ種々
の制約のなかでデータと分析をまとめあげた著者の努力を浮き彫りにしている。本論文に示
された著者の分析能力を前提にするならば、著者がさまざまな難点を克服して、本論文を土
台にしたうえで、さらに研究を前進させることは充分期待できる。したがって以上の難点は、
本研究が博士（法学）の学位を受けることを妨げるものではない。 
 
 
